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〔留意事項〕 

・ 本財務書類は、「省庁別財務書類の作成基準」に基づいて作成しております。 

・ 省庁別財務書類は、各省庁における財務情報の提供等を目的として一般会計を

各省庁単位で区分し、各省庁に資産や負債が帰属すると擬制するなどの一定の仮

定に基づいて作成するものであり、各省庁が会計的に独立しているものではない

点にご留意下さい。 

・ 省庁別財務書類を充分理解して頂くため、「省庁別財務書類の作成基準」及び

各省庁の所掌する業務内容等も併せてご覧下さい。 
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(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

(平成21年 (平成22年 (平成21年 (平成22年

3月31日) 3月31日) 3月31日) 3月31日)

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞

未収金 190 190 未払金 4 3

前払費用 1 0 賞与引当金 1,051 1,078

有形固定資産 57,984 69,025 退職給付引当金 19,580 20,263

国有財産（公共用
財産を除く）

39,435 39,040 その他の債務等 103 123

土地 21,496 22,372  

立木竹 76 76  

建物 9,668 9,252 負 債 合 計 20,738 21,469

工作物 7,697 6,720  

建設仮勘定 496 618 ＜資産・負債差額の部＞  

物品 18,548 29,984 資産・負債差額 40,974 51,771

無形固定資産 3,537 4,025  

資 産 合 計 61,713 73,241
負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計

61,713 73,241

貸　借　対　照　表
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(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度

(自　平成20年４月 1日) (自　平成21年４月 1日)

(至　平成21年３月31日) (至　平成22年３月31日)

人件費 13,318 13,423

賞与引当金繰入額 1,051 1,078

退職給付引当金繰入額 1,244 1,612

委託費 46,714 32,752

分担金 0 0

庁費等 21,970 21,913

その他の経費 2,784 2,687

減価償却費 13,707 11,428

貸倒引当金繰入額 0 －

資産処分損益 2,151 20,553

本年度業務費用合計 102,941 105,450

業務費用計算書
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(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度

(自　平成20年４月 1日) (自　平成21年４月 1日)

(至　平成21年３月31日) (至　平成22年３月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 52,319 40,974

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 102,941 △ 105,450

Ⅲ　財源 91,116 96,183

主管の財源 881 1,330

配賦財源 90,234 94,852

Ⅳ　無償所管換等 480 20,064

Ⅴ　本年度末資産・負債差額 40,974 51,771

資産・負債差額増減計算書
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(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自　平成20年４月 1日) (自　平成21年４月 1日)

(至　平成21年３月31日) (至　平成22年３月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 881 1,331

配賦財源 90,234 94,852

財源合計 91,116 96,184

２　業務支出

(1)　業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 15,509 △ 16,225

委託費 △ 48,542 △ 53,731

分担金 △0 △0

庁費等の支出 △ 23,485 △ 22,689

その他の支出 △ 2,784 △ 2,687

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 90,320 △ 95,334

(2)　施設整備支出

建物に係る支出 △ 157 △ 35

工作物に係る支出 △ 141 △ 195

建設仮勘定に係る支出 △ 496 △ 618

施設整備支出合計 △ 795 △ 849

業務支出合計 △ 91,116 △ 96,184

業務収支 - -

Ⅱ　財務収支

財務収支 - -

本年度収支 - -

翌年度歳入繰入 - -

本年度末現金･預金残高 - -

区分別収支計算書
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注 記 

 

１ 重要な会計方針 

 減価償却の方法等 

① 有形固定資産 

国有財産（公共用財産を除く）については、国有財産台帳の価格改定に適用される耐用年数に基づ

く定率法によっている。 

物品については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に基づく、残存価額

を取得原価の 10％とした定額法によっている。 

② 無形固定資産 

ソフトウェアについては、利用可能期間（5 年）の開発費等の累計額を資産価額とし、利用可能期

間に基づく定額法によっている。 

著作権については、減価償却は行わず、国有財産台帳上の評価額を計上している。 

 

2 引当金の計上基準及び算定方法 

① 賞与引当金 

6 月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6月支給分の 4/6）を計上している。 

② 退職給付引当金 

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。 

・基本額 … 勤続年数別の職員数 × 平均給与 × 自己都合退職手当支給率 

・調整額 … 「国家公務員退職手当法」第 6 条の 4 に定められた区分別の職員数 × 想定され

る調整月額単価 × 60 ヶ月 

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34 年 10 月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る

引当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。 

 

3 その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

② 退職給付引当金の算定において用いる平均給与上昇率及び割引率について 

・平均給与上昇率 ： 2.5% 

（平成 21 年財政検証で用いられている長期的な賃金上昇率による） 

・割  引  率 ： 4.1% 

（平成 21 年財政検証で用いられている長期的な運用利回りによる） 

 

２ 翌年度以降支出予定額 

 歳出予算の繰越し 

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 1,641 百万円 

 

 国庫債務負担行為 

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 90,305 百万円 
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３ 追加情報 

 合算する特別会計 

合算すべき特別会計がないため、一般会計省庁別財務書類が省庁別財務書類となっている。 

 

2 出納整理期間 

出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としている。 

 

3 表示科目の説明 

① 貸借対照表 

ア 資産の部 

・「未収金」には、損害賠償金債権を計上している。 

・「前払費用」には、自動車損害賠償責任保険料の前払保険料を計上している。 

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、非償却資産については国有財産台帳価格を基礎とした価

格、償却資産については国有財産台帳価格から減価償却費相当額を控除した後の価格で計上して

いる。 

・「土地」には、主に庁舎敷地等に係る用地を計上している。 

・「立木竹」には、主に庁舎敷地の樹木を計上している。 

・「建物」には、主に庁舎を計上している。 

・「工作物」には、主に庁舎に係る工作物を計上している。 

・「建設仮勘定」には、会計年度末に未完成の庁舎施設相当額を計上している。 

・「物品」には、取得価格（見積価格）が 50 万円以上の物品について、取得価格から減価償却費相

当額を控除した後の価額で計上している。 

・「無形固定資産」には、電話加入権及びソフトウェア仮勘定については取得価格、ソフトウェアに

ついては取得に要した費用から減価償却費相当額を控除した後の価額で計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、児童手当に係る未払額を計上している。 

・「賞与引当金」には、6月支給の期末手当･勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当のほか、整理資源に係る引当金を計上している。 

・「その他の債務等」には、未渡不動産及びリース債務等を計上している。 

② 業務費用計算書 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費･委託費」に該当

するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額に、児童手当の未払金や退職手当、

賞与及び国家公務員災害補償年金に関する引当金等の発生主義による調整を行ったものを計上して

いる。 

・「賞与引当金繰入額」には、6 月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属す

る部分を計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付引当金への繰入額を計上している。 

・「委託費」には、情報収集衛星システム開発等委託費等を計上している。 

・「分担金」には、国際人事管理機関連合会分担金を計上している。 

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当するもののうち、他の科目

で計上されていないものであって資産計上されていないものを計上している。 

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの並びに単独の

科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 



- 7 - 

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。 

・「資産処分損益」には、有形固定資産の売却、除却等の処分に伴い生じた損益を計上している。 

③ 資産･負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産･負債差額」の額を計上している。 

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、主管の徴収決定済額から、物品売払収入を除いた額を計上している。 

・「配賦財源」には、所管の支出済歳出額と主管の収納済歳入額との差額を計上している。 

・「無償所管換等」には、委託費により取得した物品の管理換による増及び退職給付引当金算定におい

て適用する割引率等の変更に伴う差額等を計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。 

④ 区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、主管歳入の収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、一般会計の歳出の支出済歳出額と主管の歳入の収納済歳入額との差額を計上し

ている。 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費･委託費」に

該当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額を計上している。 

・「委託費」には、情報収集衛星システム開発等委託費等を計上している。 

・「分担金」には、国際人事管理機関連合会分担金を計上している。 

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当の支出のうち、施

設整備支出に計上されないもので他の科目で計上されていないものを計上している。 

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出並びに単独

の科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「建物に係る支出」には、建物の取得に係る支出を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち工作物に係る経費を計上している。 

・「建設仮勘定に係る支出」には、有形固定資産増加額のうち未完成資産等に係る経費を計上してい

る。 

 

4 その他省庁の財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

② 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

③ 重要な会計処理の誤謬の修正 

前年度の貸借対照表の「無形固定資産」において、集計上の誤りにより92百万円を過大計上してい

たため、本年度の貸借対照表の「無形固定資産」及び資産・負債差額計算書の「無償所管換等」にお

いて、それぞれ同額を修正計上している。 
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附属明細書 

 

１ 貸借対照表の内容に関する明細 

  資産項目の明細 

① 未収金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

損害賠償金債権 個人 190

合計 190  

 

② 固定資産の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度減価償却額
評価差額

(本年度発生分)
本年度末残高

（有形固定資産）

国有財産（公共用財産除く） 39,435 1,727 497 1,624 - 39,040

行政財産 39,435 1,727 497 1,624 - 39,030

土地 21,496 876 0 - - 22,372

立木竹 76 0 0 - - 76

建物 9,668 35 - 450 - 9,252

工作物 7,697 196 0 1,173 - 6,720

建設仮勘定 496 618 496 - - 618

物品 18,548 41,756 20,589 9,731 - 29,984

小計 57,984 43,483 21,087 11,355 - 69,025

（無形固定資産） -

国有財産 57 18 - - - 76

行政財産 57 18 - - - 76

著作権及び特許権等 57 18 - - - 76

ソフトウェア 248 60 - 72 - 236

ソフトウェア仮勘定 3,183 577 92 - - 3,668

電話加入権 47 4 8 - - 43

小計 3,537 661 101 72 - 4,025

合計 61,522 44,145 21,188 11,428 - 73,050  
 

2 負債項目の明細 

① 未払金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

児童手当 職員 3

合計 3  

 

② 退職給付引当金の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退職手当に係る引当金 14,954 1,338 1,471 15,087

整理資源に係る引当金 4,625 411 962 5,176

合計 19,580 1,750 2,433 20,263  
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③ その他の債務等の明細 

（単位：百万円）

債務の種類 相手先 本年度末残高

リース債務 法人 100

未渡不動産 特定国有財産整備特別会計 23

合計 123  

 

２ 業務費用計算書の内容に関する明細 

 組織別の業務費用の明細 

（単位：百万円）

内閣官房 内閣法制局 人事院 合計

人件費 6,922 599 5,901 13,423

賞与引当金繰入額 597 58 422 1,078

退職給付引当金繰入額 516 - 1,096 1,612

委託費 32,752 - - 32,752

分担金 - - 0 0

庁費等 20,049 240 1,622 21,913

その他の経費 2,290 5 391 2,687

減価償却費 11,136 33 258 11,428

資産処分損益 20,552 0 0 20,553

本年度業務費用合計 94,818 938 9,694 105,450  

 

2 委託費の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

情報調査委託費 ㈱共同通信社外 994
内閣の重要政策に関する情報の収集及び分析
その他の調査

情報収集衛星システム開発
等委託費

（独）宇宙航空研究開
発機構外

31,757 情報収集衛星システムの開発等

合計 32,752

＜委託費＞

 

 

3 分担金の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

国際人事管理機関連合会分
担金

国際人事管理機関連合
会

0 国際人事管理機関連合会の分担金

合計 　 0

＜分担金＞
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３ 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

 財源の明細 

① 主管の財源の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産貸付収入 31

国有財産使用収入 0

小計 31

許可及手数料 0

弁償及返納金 法人等 1,270

物品売払収入 4

雑入 23

小計 1,298

合計 1,330

国有財産利用収入

諸収入

 

 

2 無償所管換等の明細 

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 資産等の内容 所管換等の理由 備考

特定国有財産整備特別会計 △ 19 土地等
特定国有財産整備特別会計への未渡

不動産

小計 △ 19

20,979 物品 委託費からの管理換による増

18 著作権 創作

△ 821 退職給付引当金
退職給付引当金算定において適用す

る割引率等の変更に伴う差額

小計 20,177

△ 92 無形固定資産等
集計誤りによる資産の過大計上の修
整

0 物品
集計誤りによる資産の過小計上の修

整

小計 △ 92

20,064合計

その他

誤謬修正

特定国有財産整備特別会計

への未渡不動産

 

 

４ 区分別収支計算書の内容に関する明細 

 財源の明細 

① 主管の収納済歳入額の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産貸付収入 31

国有財産使用収入 0

小計 31

許可及手数料 0

弁償及返納金 法人等 1,270

物品売払収入 4

雑入 24

小計 1,299

合計 1,331

国有財産利用収入

諸収入
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参考情報 

 

１．内閣の所掌する業務の概要 

 

  法律の規定に基づき内閣の下に置かれる機関（内閣府を除く。）としては、内閣官房、内閣法制局、安全

保障会議、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部、特殊法人等改革推進本部、都市再生本部、構造改

革特別区域推進本部、知的財産戦略本部、地球温暖化対策推進本部のほか、内閣の所轄の下に置かれる機関

として人事院がある。 

 

【内閣官房】 

 閣議事項の整理その他内閣の庶務、内閣の重要施策に関する基本的な方針に関する企画立案・総合調整、

閣議にかかる重要事項に関する企画立案・総合調整、行政各部の施策の統一を図るために必要となる企画立

案・総合調整その他行政各部の施策に関するその統一保持上必要な企画立案・総合調整及び内閣の重要施策

に関する情報の収集調査に関する事務を行うほか、内閣の事務を助ける。 

 

（注）これは内閣法に掲げる内閣官房の所掌事務であって、安全保障会議、高度情報通信ネットワーク社会

推進戦略本部、都市再生本部、構造改革特別区域推進本部、知的財産戦略本部、地球温暖化対策推進本部に

ついては、それぞれ安全保障会議設置法、高度情報通信ネットワーク社会形成基本法、都市再生特別措置法、

構造改革特別区域法、知的財産基本法、地球温暖化対策の推進に関する法律で規定されている。 

 

【内閣法制局】 

 法律問題に関し内閣並びに内閣総理大臣及び各省大臣に対し意見を述べ、法律案及び政令案の審査立案、

条約案の審査、内外及び国際法制並びにその運用に関する調査研究、その他法制一般に関する事務を行う。 

 

【人事院】 

 公務の中立・公平の確保と労働基本権制約の代償機能という責務を担うための中央人事行政機関として、

国家公務員法、一般職の職員の給与に関する法律、国家公務員災害補償法、国際機関等に派遣される一般職

の国家公務員の処遇等に関する法律、国家公務員の育児休業等に関する法律、一般職の職員の勤務時間、休

暇等に関する法律、その他関係法令に基づき給与その他の勤務条件の改善及び人事行政の改善に関する勧告、

職階制、試験及び任免、給与、研修、分限、懲戒、苦情の処理、職務に係る倫理の保持その他職員に関する

人事行政の公正の確保及び職員の利益の保護等に関する事務を行う。 
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２．内閣の組織及び定員 

 

（5人以内）

                                                                                                                            平成21年度末定員　758人
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　　　　　　　　　　内閣法制局の機構図（平成２１年度末現在）
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1人 2人 1人

北海道（札　幌）、東北（仙　台）
関東（さいたま）、中部（名古屋）
近畿（大　阪）、中国（広　島）
四国（高　松）、九州（福　岡）

会長1人　委員4人

給与第一課

首席審理官

人事院の機構図（平成２１年度末現在）

平成21年度末定員　676名
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３．平成 21 年度歳入歳出決算の概要 

 

（単位：百万円）

歳入 歳出

歳入予算額 1,202 歳出予算額 99,597

弁償及返納金 1,145 内閣官房 87,669

国有財産貸付収入 28 内閣法制局 1,065

雑入 25 人事院 10,861

その他 2

前年度繰越額 4,774

徴収決定済額 1,331 内閣官房 4,741

弁償及返納金 1,270 人事院 32

国有財産貸付収入 31

雑入 24 予備費使用額 －

その他 6

歳出予算現額 104,371

収納済歳入額 1,331 内閣官房 92,411

弁償及返納金 1,270 内閣法制局 1,065

国有財産貸付収入 31 人事院 10,894

雑入 24

その他 6 支出済歳出額 96,184

内閣官房 85,019

不納欠損額 － 内閣法制局 1,008

人事院 10,155

収納未済歳入額 －

翌年度繰越額 5,953

129 内閣官房 5,418

弁償及返納金 124 人事院 535

国有財産貸付収入 2

雑入 △ 1 不用額 2,234

その他 3 内閣官房 1,973

内閣法制局 57

人事院 203

歳入予算額と収納済歳入額との差
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４ 公債関連情報 

一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等については財務

省に計上されている。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されていることから、各省

庁の負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連情報として開示して

いる。仮定計算に基づく数字であるため、各省庁の省庁別財務書類に負債計上するものではない。 

 

① 財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額（借換債を除く。）

及び当該年度の利払費は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高                5,724,047 億円 

・当該年度に発行した公債額               519,549 億円 

・当該年度の利払費                    72,234 億円 

 

② 財務省において計上されている①の計数を各省庁の一般会計の資産額並びに公債発行対象経費及び

歳出決算額を基礎として各省庁に配分を行った場合、内閣に配分される額は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高のうち内閣配分額         5,553 億円 

・当該年度に発行した公債額のうち内閣配分額        556 億円 

・当該年度の利払費のうち内閣配分額             71 億円 

 

③ 財務省において計上されている①の計数を各省庁の資産・負債差額並びに公債発行対象経費及び歳出

決算額を基礎として各省庁に配分を行った場合、内閣に配分される額は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高のうち内閣配分額         5,438 億円 

・当該年度に発行した公債額のうち内閣配分額        556 億円 

・当該年度の利払費のうち内閣配分額             70 億円 
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